
 閲 覧 用 

市と市議会による 

「厚木基地に関する要望」と 

国（防衛省南関東防衛局）からの回答 

要請日 令和３年８月１７日 

回答日 令和３年１０月１３日付 

問合せ先：綾瀬市基地政策課 電話 ７０－５６０４（直通） 
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厚木基地に関する要望書 

 

本市は、神奈川県のほぼ中央に位置し、人口８万４千人を超える首都圏のベッドタウ

ンとして発展してきましたが、本市の将来推計人口では、令和２２年には約７万７千人

にまで減少すると見込んでおり、さらに高齢化率の急激な上昇や少子化の進行などに伴

う様々な課題を抱えております。  

こうした状況の中、本市がいかに持続的な成長・発展を遂げ、地域福祉の実現や行政

サービスの維持をしていくための基盤を作り上げていくか、令和３年度から１０年間に

わたる市政運営の指針となる「綾瀬市総合計画２０３０」を策定し、これに基づく様々

な施策を進めようとしております。 

この総合計画では、基地問題を課題の一つに掲げ、厚木基地が航空機騒音や事故の不

安など、市民生活に様々な影響を与えるとともに、市全体の約１８％もの面積を占めて

存在していることにより、まちづくりの大きな阻害要因となっていることから、「整

理・縮小・返還」を基本姿勢とし、諸問題への対応を進めることとしています。 

例えば、基地の存在により市内の東西道路網の整備が進まず、交通混雑の要因となっ

ているほか、移転補償が行われている区域では、住宅地の中に空き地が点在し、地域活

動や市のまちづくりに大きな影響を及ぼすなど、総合計画の理念である“つながる”の

実現の障壁となっています。 

騒音問題については、空母艦載機の移駐完了後も甚大な騒音を発するジェット戦闘機

の飛来や、昼夜を問わず基地周辺で繰り返されるヘリコプターの周回飛行により解消さ

れておりません。 

さらには、ペトリオット部隊の展開訓練や化学、生物、放射線及び核（ＣＢＲＮ）訓

練など、多様な訓練機能を持つことによる機能強化に繋がる運用は容認できません。 

しかし、基地問題の解決に繋がる返還には時間がかかることも事実であり、それまで

の間は、基地との新たな関わりとして、基地施設のピクニックエリアなどの共同使用、

日米交流事業の推進、災害時における相互応援など、新たなアプローチを行い、地域の

資源として活用できないか検討することを求めます。 

これまでの対策を始め、市のまちづくりに寄与する新たな制度の検討も含め、各種の

基地周辺対策がなされるよう、次の事項を速やかに実現されることを強く求めるもので

あります。 

なお、米軍の日本における施設・区域の使用等について規定している日米地位協定に

ついては、締結後６０年以上も改正されていないことから、実際の運用に照らして、抜

本的な見直しを図ることも併せて求めます。 
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回    答  

 

綾瀬市及び綾瀬市議会におかれましては、厚木飛行場の安定的な使用に御理解と御協

力を賜り感謝いたします。 

厚木飛行場は、神奈川県の県央地域の中核都市として都市化が進む綾瀬市域を含む地

域に所在しており、綾瀬市民をはじめとする周辺住民の方々に都市計画への制約や航空

機騒音などの様々な御負担をおかけしていることは十分に承知しております。 

当省としては、今後とも、厚木飛行場に関する諸課題の解決のため、貴市からの御要

望を踏まえ、可能な限り努力してまいります。 

先般、御要望いただいた「令和３年度厚木基地に関する要望書」について、以下のと

おり回答します。 
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 令和３年度要望 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

１０ 

 

 

 

 

１５ 

 

 

 

 

２０ 

 

 

 

 

２５ 

 

 

 

 

３０ 

 

 

 

 

３５ 

 

 

１ 厚木基地の整理・縮小・返還について 

 

過密化した市街地に所在する他に類例のない厚木基地は、その運用により多種多様の

問題を引き起こし、日夜市民に与える有形無形の被害は計り知れないものがある。 

こうした状況から、厚木基地は移転すべきであり、基地機能の整理、縮小を推進し、

早期返還を実現すること。 

特に、移駐による人員の減少等により利用頻度の減少が考えられる次の施設につい

て、即時返還を実現すること。 

(1) 西門南側地区（５０，０００㎡） 

基地が所在することにより発生している市内交通混雑の緩和対策と、綾瀬スマート

インターチェンジの開通による交通量増加の対策として、主要地方道丸子・中山・茅

ヶ崎線へ抜ける道路を整備したい。 

(2) ピクニック・エリア（６０,０００㎡） 

かねてから強く要望しているとおり、キャンプ施設や遊具が整った広場となってお

り、市民の健康増進を図るための憩いの場として、また、各種の催し物の会場として

利用し、市の賑わいや市民福祉の増進を図りたい。 

(3) ゴルフ場地区（３９０,０００㎡） 

市民のスポーツ、レクリエーションの場とすることにより、高齢化社会への対応も

含めた、市民生活の向上を図りたい。 

 

 

２ 騒音対策について 

 

(1) 空母艦載機着陸訓練を厚木基地で行わないこと 

硫黄島で実施される空母艦載機の着陸訓練において、空母艦載機移駐後も、悪天候

時等の予備施設として引き続き厚木基地等の使用が通告されている。実際に厚木基地

で着陸訓練が行われた平成２９年９月には、深刻な騒音被害を市内全域にもたらし、

市民生活に多大な影響を与えた。 

市民は、着陸訓練が実施される可能性があることに強い不安を抱いており、いかな

る理由があっても厚木基地での着陸訓練を行わないこと。 

また、硫黄島に代わる恒常的訓練施設については、速やかに施設の整備を進め、適

宜適切な情報を提供すること。 

(2) 飛行実態等に関する情報提供を行うこと 

外来機を含む航空機の飛行に関する情報や基地所属機の配備状況、機種更新等の情

報について国の責任において迅速かつ適切に提供すること。 
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回    答  

 

１について 

 

厚木飛行場は、空母艦載機移駐後も海上自衛隊の航空部隊及び米海軍のヘリコプター

部隊が引き続き使用している、日米同盟にとって重要な施設である。 

米側からは、移駐後の厚木飛行場の施設については、今後、古くなった施設は取り壊

され得るが、土地は引き続き維持されるとの説明を受けている。 

他方、かねてより、厚木飛行場の西門南側地区やピクニック・エリア等の返還につい

て、貴市から強い御要請がなされていることは十分に承知しており、既に米側にも伝え

ている。 

当省としては、米海軍や海上自衛隊の運用等を踏まえつつ、貴市の具体的な計画や共

同使用、日米交流事業、災害時における相互応援等に係る御意向を伺いながら、引き続

き米側と調整してまいりたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２（１）及び（２）について 

 

航空機騒音問題については、厚木飛行場周辺の皆様方にとって、深刻な問題であるこ

とは認識している。 

空母艦載機着陸訓練（ＦＣＬＰ）の実施については、引き続き、硫黄島で実施される

ものと認識しており、今後とも米側に対し、訓練を硫黄島において実施するよう求めて

まいりたい。 

当省としては、恒久的な空母艦載機着陸訓練（ＦＣＬＰ）施設の確保は、我が国の安

全保障上の重要な課題であると考えており、早期に恒久的な施設を整備できるよう、取

り組んでいるところである。その実現に当たっては、地元の方々の御理解と御協力が重

要であると認識している。 

御要望があった情報提供については、今後とも適切に対応してまいりたい。 
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 令和３年度要望 
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(3) ヘリコプターの訓練による騒音等の解消を図ること 

基地周辺地域において、ヘリコプターが長時間にわたり同一ルートを繰り返し飛行

し、その振動と騒音は、市民に精神的苦痛と不安を与えている。 

よって、ヘリコプターの飛行訓練による、振動と騒音の発生に対し、早急に訓練の

見直し等を行い市民の負担解消を図ること。また、ヘリコプターの運用について、十

分な情報提供をすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 「厚木飛行場周辺の航空機の騒音軽減措置」を全面的に見直すこと 

空母艦載機移駐により、騒音の少ない環境に改善されつつあるが、厚木基地は引き

続き航空基地としての運用が行われることから、本軽減措置が重要なものであること

に変わりはない。 

都市化が進み、過密化した本市の現状は、もはや本軽減措置合意当時とは大きく状

況が異なっていることから、全面的な見直しが必要である。 

よって、特に次の事項について早急に改正及び徹底すること。 

ア 児童・生徒の成長に大きな影響を及ぼす学校行事や入学試験時期などのほか、

市民行事が行われる日の飛行活動は禁止する。特に、小・中学校の入学式や卒業

式では、一切の飛行を自粛すること。 

イ 市民の大切な休息を妨げることのないよう、土・日曜日、国民の祝日及び年末

年始の飛行活動は禁止すること。 

ウ 市民が憩いの時間帯を静穏に過ごすため、飛行活動に関する時間制限を１８時

から翌朝８時までの間に改めること。 
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回    答  

２（３）について 

空母艦載機の岩国飛行場への移駐後においても海上自衛隊の航空部隊や米海軍のヘリ

コプター部隊等が引き続き使用しているところであり、騒音による基地周辺への影響の

配慮は引き続き重要な課題の一つと認識している。 

ヘリコプターの騒音を含む厚木飛行場周辺の航空機騒音については、同飛行場周辺住

民の方々にとって深刻な問題であると認識しており、米軍に対し、周辺住民の方々から

の航空機騒音に係る苦情を伝えつつ、同住民の方々への航空機騒音の影響に可能な限り

配慮するよう要請してきているところである。 

米軍からは、飛行場の上空のみで旋回等を行うことは、その他の航空機の運航との関

係から、安全上の問題があるとの説明を受けており、非常に難しい面があるものの、当

省としては、今後とも機会あるごとにヘリコプターを含む航空機の運用による周辺住民

の方々への影響を可能な限り軽減するよう米軍に申し入れてまいりたい。 

また、御要望のあった情報提供については、米側から提供できる情報が得られた場合

には、貴市をはじめとする関係自治体の皆様に速やかにお知らせしてまいりたい。 

 

 

 

２（４）ア、イ及びウについて 

平成３０年３月に空母艦載機の岩国飛行場への移駐が完了し、厚木飛行場の騒音状況

については、移駐前と移駐後を比較し、相当程度軽減していることを確認しているが、

移駐後においても海上自衛隊の航空部隊や米海軍のヘリコプター部隊等が引き続き使用

していることから、騒音による基地周辺への影響の配慮は引き続き重要な課題の一つと

認識している。 

他方、現在の航空機騒音規制措置は、周辺住民の方々への御負担をできる限り軽減す

るという課題と、日米安保条約の目的を達成するために米軍の運用上必要な活動を確保

するという課題との間で、日米両政府が最大限努力した結果を取りまとめたものである

ことを御理解願いたい。 

当省としては、累次の機会に米軍に対し、運用上やむを得ない場合でも、周辺住民の

方々への影響が最小限となるよう配慮されたい旨要請しており、飛行に際しては、土・

日曜日を始め、国民の祝日、盆、年末年始、入学試験等地元の重要な行事に配慮するよ

う、機会あるごとに要請している。 
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 令和３年度要望 
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１０ 

 

 

 

 

１５ 

 

 

 

 

２０ 

 

 

 

 

２５ 

 

 

 

 

３０ 

 

 

 

 

３５ 

 

エ 軽減措置で規定されている、厚木海軍飛行場が定めたヘリコプターの発着ルー

トを明らかにすること。 

 

 

 

 

 

 

オ 軽減措置で規定されている「騒音抑制に関するすべての様相」について、広報

活動を積極的に行うこと。 

 

 

カ 軽減措置で規定されている「過去１２カ月間の厚木海軍飛行場における四半期

毎の平均月間離着陸回数」について明らかにすること。 
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回    答  

２（４）エについて 

騒音規制措置においては、「ヘリコプターは、厚木海軍飛行場が設定した発着ルート

を飛行する。」旨日米合意されている。米軍は、訓練等の詳細について、運用上の理由

から公にできないとの立場であると承知しているが、当省としては、米軍に対し、ヘリ

コプターの飛行を含め騒音規制措置を遵守し、周辺住民の方々への騒音の影響を軽減す

るよう、配慮を求めてまいりたい。 

 

 

２（４）オについて 

騒音の抑制に係る広報活動については、例えば、空母艦載機着陸訓練を硫黄島で実施

することについて、日米双方が広報活動をするなどの取り組みを行っている。 

 

２（４）カについて 

管制回数は、離着陸回数とは必ずしも一致するものではないが、海上自衛隊は、厚木

飛行場の管制業務を行っており、同飛行場を利用する航空機に係る令和２年度の管制回

数は以下のとおりである。 

 

令和２年 ４月：２，７１３回（１，３８３回） 

５月：２，３９９回（  ９７３回） 

６月：２，４３５回（１，０１１回） 

７月：２，３５０回（１，２４０回） 

８月：２，１９９回（  ８７６回） 

９月：２，３７７回（  ８８７回） 

１０月：２，４４０回（１，０３６回） 

１１月：２，５９４回（１，３４３回） 

１２月：２，６８２回（１，５０５回） 

令和３年 １月：３，０７５回（１，８３２回） 

２月：２，７６１回（１，３９４回） 

３月：３，５５２回（１，９８９回） 

 

※（ ）内は米軍機等に係る管制回数で内数 

（参考）「管制回数」とは、飛行場に離着陸する航空機及び飛行場近傍を通過する航空

機などに対して、管制上対応した回数である。 
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 令和３年度要望 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

１０ 

 

 

 

 

１５ 

 

 

 

 

２０ 

 

 

 

 

２５ 

 

 

 

 

３０ 

 

 

 

 

３５ 

 

キ 騒音軽減措置における「運用上の必要に応じ」などの除外規定については、事

故防止上やむを得ない場合など、除外される場合を明確にし、限定すること。 

ク 低空飛行に対する不安や騒音に対する声が寄せられていることから、飛行速度

及び高度を具体的に定めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 市民の安全対策について 

 

(1) 航空機の安全対策を徹底すること 

過密化した市街地上空での航空機の飛行は、騒音被害にとどまらず、部品落下事故

に対する不安など、市民生活に重大な影響を与えている。 

これまで、綾瀬市内においても、航空機からの部品落下により、家屋の破損が起き

るなど、一つ間違えれば大惨事となる重大な事故が発生している。 

航空機の十分な整備、点検やパイロットの安全教育はもちろんのこと、飛行方法等

の再検討を行うなど、再発防止と徹底した安全対策を講じること。 

また、事故が起きた場合は、速やかに情報提供と事故原因の究明を行い、安全対策

が確立されるまでの間、飛行は停止すること。 

なお、被害者に対する補償については国が責任を持って対応するとともに、事故原

因及び再発防止策を速やかに公表すること。 
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回    答  

２（４）キ及びクについて 

現在の航空機騒音規制措置は、周辺住民の方々への御負担をできる限り軽減するとい

う課題と、日米安保条約の目的を達成するために米軍の運用上必要な活動を確保すると

いう課題との間で、日米両政府が最大限努力した結果を取りまとめたものであることを

御理解願いたい。 

米軍機の飛行訓練は、日米安保条約の目的達成のために極めて重要なものであるが、

他方で、米軍は、全く自由に訓練を行ってよいわけではなく、我が国の公共の安全に妥

当な考慮を払って活動すべきであることは、当然のことと認識している。 

当省としては、米側に対し、引き続き、米軍機の飛行訓練に際しては、安全面に最大

限配慮し、地域住民の方々に与える影響を最小限にとどめるよう働きかけてまいりた

い。 

 

３（１）について 

航空機の運用に際しては、安全の確保が大前提であり、航空機の事故等は地域の方々

に大きな不安を与えるものであり、あってはならないと認識している。 

自衛隊機の運用については、日頃から航空機の運航、整備、隊員の教育の観点等から

様々な対策を講じているところであり、引き続き、安全の確保に万全を期していく考え

である。 

また、米側に対しては、累次の機会に、機体の点検・整備の確実な実施、安全管理の

徹底等について申し入れており、引き続き、米軍機の運用に際しては、安全面に最大限

配慮しつつ、地域住民の方々に与える影響を最小限にとどめるよう求めてまいりたい。 

なお、万が一、航空機の事故等が発生した場合には、速やかに地元自治体等に情報提供

するなど、引き続き適切に対応してまいりたい。 
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 令和３年度要望 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

１０ 

 

 

 

 

１５ 

 

 

 

 

２０ 

 

 

 

 

２５ 

 

 

 

 

３０ 

 

 

 

 

３５ 

 

(2) 米軍人等による犯罪・迷惑行為を防止すること 

米軍人等による犯罪や迷惑行為を防止するため、関係者に対する教育、綱紀粛正の

徹底を図り、再発防止に引き続き努めるとともに、その具体的な対策等について情報

を提供すること。 

また、速やかな事件・事故の捜査を行えるようにするとともに、公務外での事件事

故による被害についても、日米両国政府の責任において補償が受けられるよう措置す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 感染症発生時における情報提供を行うこと 

感染症発生時における情報提供及び必要な措置のあり方について検討、措置を行

い、米軍構成員等の感染症に関する情報を的確に把握し、速やかな情報提供と必要な

連携を講じること。 
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回    答  

３（２）について 

米軍においては、責任ある行動をとるよう指導するとともに、夜間外出禁止や基地外

における飲酒規制など勤務時間外行動の指針（リバティ制度）を策定するなど、事件・

事故の未然防止に取り組んでいるものと承知している。 

事件・事故はあってはならず、未然防止に努めることは非常に重要なことと考えてお

り、当省としては、機会あるごとに米軍に対し、綱紀粛正や隊員の教育の徹底について

申し入れを行っているところである。今後とも引き続き、米側に対し働きかけてまいり

たい。 

その上で、万が一、事件・事故が発生し、損害が生じた場合には、日米地位協定等に

基づき、適切に対応してまいりたい。 

また、公務外の事件・事故については、原則として加害者が賠償責任を負い、当事者

間の示談による解決が追求されることになるが、示談が困難な場合には、日米地位協定

第１８条第６項の規定により、当省が被害者から補償請求を受理して補償額を査定し、

報告書を米国政府に送付する。米国政府は、それを踏まえ、被害者に対し慰謝料の支払

いを申し出るかどうか、及び申し出る場合にはその額について決定し、被害者がそれを

受諾すれば、米国政府が被害者に直接支払いを行うことになる。 

 

３（３）について 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止は、在日米軍の即応性維持や我が国の安全保障

上、極めて重要な課題と認識しており、日米両政府で緊密に連携し、取り組んできてい

る。 

具体的には、在日米軍は、日本に入国する全ての米軍関係者について、 

・原則、出国前７２時間以内の陰性証明を取得させること、 

・入国後１４日間の公共交通機関の使用禁止や施設・区域外への移動禁止措置、 

・原則、ＰＣＲ検査での陰性確認をその解除要件とする、 

等の様々な措置を実施している。 

また、在日米軍関係者の新規感染事案が発生した際には、公衆衛生上の観点から日米

合同委員会合意に基づき、地元保健当局を含めた日米間で緊密かつ迅速な情報共有を徹

底している。 

その上で、在日米軍においては、現在、運用上の安全を確保しつつ、同時に、可能な

限り透明性を高める観点から、在日米軍の関連各施設・区域において、新規感染事案が

発生するごとに対外公表を行い、在日米軍のＨＰ上で、各施設・区域ごとの現存感染者

数のリストを更新していると承知している。 

引き続き、新型コロナウイルスを含めた感染症対策について、政府、関係自治体及び

在日米軍で緊密に連携し、適切に対応してまいりたい。 
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２０ 
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３０ 

 

 

 

 

３５ 

 

(4) 基地内の環境保全の対策について情報提供を行うこと 

ＰＣＢ含有物を始めとする有害な廃棄物等事故発生時の対応や、保管、処理、運搬

などの状況について情報を提供及び公開するとともに、市が希望する環境保全に関す

る事項の調査のための立ち入りを許可するよう米側へ働きかけること。 

  

 

 

 

 

 

(5) 基地内の調整池・排水設備を早期に完成させること 

蓼川下流域での浸水被害の防止に向け、基地内で計画された２箇所の調整池のう

ち、現在整備中の右岸中流域の調整池についても早期に完成させること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) ゴルフボール飛び出し事故を防止すること 

ゴルフ場における防球ネットの嵩上げや、施設の管理等の対策により改善は図られ

ているが、依然ゴルフボール飛び出し事故が発生している。飛出し事故が皆無となる

よう引き続き対策を講じること。 

 

 

(7) 燃料貯蔵施設等の適正な維持管理・事故防止の徹底を図ること 

燃料貯蔵施設等における危険物の保管については、事故防止の徹底と施設の維持管

理に万全の措置を講じること。 
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回    答  

３（４）について 

在日米軍は、施設等の安全管理を適切に行っており、また、基地周辺の環境保護と米

軍関係者や周辺住民の安全確保のための取組は、在日米軍が作成する日本環境管理基準

（ＪＥＧＳ（ジェグズ））に従って行われることとされている。 

また、環境に関する立入調査について、米側からの通報を端緒として立入申請を行う

環境補足協定に基づく手続きや、日本側として環境汚染を疑う場合に米側に調査要請や

立入許可申請等を行うことを可能とする日米合同委員会合意も存在している。 

当省としては、在日米軍による環境保護等の取組が適切になされるよう、関係自治

体、米側及び関係省庁と緊密に連携の上、引き続きしっかりと取り組んでまいりたい。 

 

３（５）について 

御要望の蓼川下流域での浸水被害防止に係る治水対策については、厚木飛行場内の雨

水排水施設整備の一環として蓼川中流域及び下流域に調整池を整備することで対応する

こととしている。 

本件に係る貴市の強い要望を踏まえ、下流域の調整池については、平成２８年６月末

に、同調整池に接続する排水施設については、令和３年２月末に完成したところであ

る。 

また、右岸中流域の調整池については、新型コロナウイルス感染拡大防止に伴い令和

２年４月から６月中旬まで工事を一時中止し、さらに神奈川県の試掘調査により整備予

定地の一部に埋蔵文化財が確認されたため、神奈川県と調整の上、埋蔵文化財調査を令

和３年８月に着手したところである。そのため、調整池工事の完成時期への影響が見込

まれるが、引き続き早期の整備に向けて努力してまいりたい。 

 

３（６）について 

ゴルフボールの飛び出し防止及び周辺地域住民の安全確保については、これまでに、

当省及び米軍において防球ネットの嵩上げ工事等を実施するなど安全対策に努めてお

り、当省としては、今後も、引き続き米軍に対し、ゴルフ場における安全対策を徹底

し、周辺住民の安全に最大限配慮するよう求めてまいりたい。 

 

３（７）について 

燃料貯蔵施設における危険物の保管については、事故防止及び防災上の観点から、米

軍は適切な維持管理に努めているものと承知している。 

当省としても、米軍に対し、安全対策及び維持管理について万全を期すよう今後とも

申し入れてまいりたい。 
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 令和３年度要望 
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２０ 

 

 

 

 

２５ 

 

 

 

 

３０ 

 

 

 

 

３５ 

 

４ 住宅防音工事について 

 

厚木基地を離着陸する航空機による騒音被害は、市内全域に及んでおり、騒音の発生

源に対する抜本的な方策が講じられない以上、住宅防音工事が、航空機騒音の被害への

唯一の対策であり、市民にとって最低限必要な屋内環境を保持するものであることか

ら、住宅防音工事の推進に積極的に取り組むこと。 

 

(1) 対象区域・対象年次の適正な見直しを行うこと 

防音工事対象区域について、現在、市内の一部地域が対象区域となっていないが、

厚木基地を離着陸する航空機は、広く本市上空を飛行しており、その騒音は市民の日

常生活に大きな負担となっている。 

よって、この状況を考慮し、市内全域の全住宅を住宅防音工事対象とするよう制度

を改正すること。 

また、第一種区域の指定に係る値を、現行の７５ＷＥＣＰＮＬ（Ｌｄｅｎ６２デシ

ベル）から「航空機騒音に係る環境基準」を遵守した７０ＷＥＣＰＮＬ（Ｌｄｅｎ５

７デシベル）に改めること。 

防音工事の対象となる住宅の建築年次について、現状の対象年次の設定では、騒音

被害に対する対策に格差が生じ、不平等な状態となっている。これらの状況を是正

し、市民が十分納得する施策を講じること。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 第Ⅰ工法化への改善及び外郭防音工事の助成対象を拡大すること 

第一種区域内の施工方法については、すべて第Ⅰ工法、全室施工を図られるととも

に、外郭防音工事については、より大きな防音効果が期待できることから、対象区域

等を拡大すること。 
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回    答  

４（１）について 

平成３０年３月に空母艦載機の岩国飛行場への移駐が完了し、厚木飛行場の騒音状況

については、移駐前と移駐後を比較し、相当程度軽減していることを確認している。 

綾瀬市域における住宅防音工事については、初めて防音工事を希望する世帯に対して

は概ね完了しているところであるが、貴市のように厚木飛行場に近い地域については、

空母艦載機移駐後においても、海上自衛隊の航空機及び米海軍ヘリ部隊等が引き続き使

用することによる騒音が発生していると認識しており、引き続き、住宅防音工事の促進

に努めてまいりたい。 

厚木飛行場の第一種区域の見直しについては、同飛行場周辺の騒音状況等を踏まえ、

適切に対応してまいりたい。 

住宅防音工事については、環境基本法に基づき定められた「航空機騒音に係る環境基

準について」（昭和４８年環境庁告示第１５４号）の趣旨を踏まえ、航空機が発する音

響の強度、発生回数及び発生時刻など、１日の全ての騒音レベル等を考慮した基準（Ｌ

ｄｅｎ、ＷＥＣＰＮＬ）で評価し、屋外の騒音状況に応じ、屋内の環境を改善すること

を目的として、７５Ｗ以上の区域において屋内で６０Ｗ以下となるよう、助成の措置を

とっていることを御理解願いたい。 

その上で申し上げれば、第一種区域の指定に係る値を、現行の７５Ｗから７０Ｗに改

めることについては、住宅防音工事の今後の在り方に関わる課題であり、全国の同工事

の進捗状況等を踏まえれば、将来の検討課題と考えている。 

現在、厚木飛行場周辺における告示後住宅については、平成１８年１月１７日の第一

種区域見直しに併せた新たな施策として、特に騒音の著しい８５Ｗ以上の区域で平成１

８年１月１７日までに建設された住宅を防音工事の対象としているところであるが、８

５Ｗ未満の区域における告示後住宅への防音工事についても、地元からの要望が特に強

いものと承知しており、厳しい財政状況を勘案しつつ、引き続き検討しているところで

ある。 

 

４（２）について 

 

「すべて第Ⅰ工法」について 

 

住宅防音工事については、環境基本法に基づき定められた「航空機騒音に係る環境基

準について」（昭和４８年環境庁告示第１５４号）の趣旨を踏まえ、７５Ｗ以上の区域

において屋内で６０Ｗ以下となるよう、屋外の騒音状況に応じ、技術的に十分検討の上

定めた工法により、必要な防音工事を行うこととしており、８０Ｗ以上の区域と７５Ｗ

以上８０Ｗ未満の区域とでは工法が異なることを御理解願いたい。 
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 令和３年度要望 
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２０ 

 

 

 

 

２５ 

 

 

 

 

３０ 

 

 

 

 

３５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 空気調和機器・防音建具機能復旧工事を速やかに実施すること 

空気調和機器・防音建具の機能復旧工事について必要な予算措置を図り、希望届提

出後速やかに工事を実施すること。 

 

 

 

(4) 事務所等の建物も防音工事の対象とすること 

事務所、事業所、店舗等についても航空機騒音により労働環境の悪化を招いている

ばかりでなく、事業活動にも影響を及ぼしている。よって、これらの防音工事につい

ては、当面、第二種区域内を助成対象とし、順次、第一種区域内についても対象とす

ること。 
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回    答  

「全室施工」及び「外郭防音工事の助成対象を拡大すること」について 

 

厚木飛行場周辺における外郭防音工事については、８５Ｗ以上の区域に所在する戸建

て住宅及び集合住宅のほか、７５Ｗ以上８５Ｗ未満の区域に所在する鉄筋コンクリート

（ＲＣ）造系の集合住宅であって防音工事を実施していない住戸があるものを対象とし

ていたところ、令和３年度からは、全国における住宅防音工事の実施状況や地元要望等

を踏まえ、当面、外郭防音工事を実施しないこととしてきた８５Ｗ以上の区域における

残居室のない住宅（集合住宅の場合は住戸）についても、原則として、防音建具機能復

旧工事と併せて実施する場合に限り、令和３年度から外郭防音工事の対象としたところ

である。 

また、７５Ｗ以上８５Ｗ未満の区域において、一挙防音工事等を実施した住戸と外郭

防音工事を実施した住戸が混在しているＲＣ集合住宅であって、単板プレスドアのよう

に芯材を使用していない玄関建具が設置されている一挙防音工事等を実施済みの住戸に

ついても、外郭防音工事の対象としたところである。 

外郭防音工事の助成対象範囲の更なる拡大については、全国の同工事の進捗状況等を

踏まえ、今後検討してまいりたい。 

 

４（３）について 

厚木飛行場周辺における機能復旧工事については、令和２年２月に受付対象住宅を

「防音工事が完了して１０年以上経過した住宅」に変更したところである。 

これに伴い、現在、多数の希望届を受け付けているところであるが、引き続き、所要

の予算確保に努め、可能な限り早期に工事を実施できるよう努めてまいりたい。 

 

４（４）について 

防衛施設周辺における防音工事は、環境整備法に基づき、関係住民の生活の安定及び

福祉の向上に寄与することを目的に、特に静穏を要する学校などの教育施設、病院など

の医療福祉施設及び日常生活の中心拠点である居住の用に供する住宅を対象に助成して

いるところであり、住宅等における対策を優先する必要があることから、事務所等の防

音工事については、将来の検討課題と考えている。 
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 令和３年度要望 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

１０ 

 

 

 

 

１５ 

 

 

 

 

２０ 

 

 

 

 

２５ 

 

 

 

 

３０ 

 

 

 

 

３５ 

 

５ 防衛施設周辺対策事業等について 

 

(1) 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律に基づく対策事業等について 

ア 障害防止工事、民生安定事業等関連事業予算増額を行うこと 

申請事業の完全採択及び事業費の全額国庫負担を実現するとともに、その後の

維持管理費についても特段の措置を講じること。 
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回    答  

５（１）アについて 

「予算の増額、申請事業の完全採択」について 

 

国の財政状況が極めて厳しいところであるが、今後とも障害の実態を踏まえ、その防

止、軽減又は緩和のための施策を実施する考えであり、御要望に沿えるよう、引き続き

所要額の確保等に向け可能な限り努力してまいりたい。 

 

 

「事業費の全額国庫負担」について 

 

障害防止事業については、補助の割合を原則として１０分の１０としているが、障害

の発生が自衛隊等以外の者の行為にも帰せられる場合、又は補助に係る工事が補助事業

者を利する場合には補助の割合を減じているところであり、この場合、全額を国庫負担

とすることは困難であることを御理解願いたい。 

また、民生安定事業についても、地方公共団体が防衛施設の設置・運用による障害の

緩和に資するため、生活環境施設等の整備を行うときに、その費用の一部を補助してい

るものであり、全額国庫負担とすることは困難であることを御理解願いたい。 

 

 

「維持管理費の助成」について 

 

施設の維持管理費については、防音工事を実施した義務教育施設等の施設を対象に、

空気調和設備の稼働に要する電気料金等について、その一部を防音事業関連維持事業と

して助成の措置を講じているところである。 

また、民生安定事業においては、非常時の電源確保及び維持管理費（電気料金）の負

担軽減等の観点から、太陽光発電システムの設置に係る経費を補助することとしたとこ

ろである。 

補助事業により整備を行った施設の維持管理については、基本的には、その施設の管理

者が行うべきものと考えているところである。 
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 令和３年度要望 
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１０ 

 

 

 

 

１５ 

 

 

 

 

２０ 

 

 

 

 

２５ 

 

 

 

 

３０ 

 

 

 

 

３５ 

 

イ 機能復旧工事について設置当初の復旧を補助対象とすること 

障害防止工事、民生安定事業により整備を行った空気調和機器・防音建具等の

機能復旧について、航空機騒音が変化した場合でも設置当初と同様の機能への復

旧を補助対象とすること。 

 

ウ 老朽化した民生安定施設の改修工事に対する助成拡充を行うこと 

一部の施設について制度化されているが、対象の拡大や補助率の引き上げ等、

制度を拡充すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 特定防衛施設周辺整備調整交付金の確保を行うこと 

基地が所在することによる周辺地域への影響を加味し、十分な周辺対策が行わ

れるよう、引き続き予算を確保すること。 

 

 

 

オ 本市が実施している騒音測定に係る費用の補助交付を行うこと 

特別交付税（基地等対策に係る財政需要）による措置ではなく、単独の補助金

等として交付すること。 
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回    答  

５（１）イについて 

防音事業については、現に生じている障害の程度に応じた防音量を確保するための工

事を行うものであることから、機能復旧工事を設置当初と同様の仕様で実施することは

困難であることを御理解願いたい。 

 

５（１）ウについて 

「対象の拡大」について 

民生安定施設における改修工事については、従来より、環境整備法施行令（昭和４

９年政令第２２８号）第１２条に規定する老人福祉センター、学習等供用施設、公民

館及び図書館等を助成の対象としてきたところであり、更に地元要望等を踏まえ、平

成２３年度から平成２５年度に、公園、緑地、農林漁業用の研修施設、市町村庁舎の

改修工事を加え、平成２７年度には、幼保連携型認定こども園、平成２８年度には消

防庁舎の改修工事を新たに追加し、助成対象施設の拡大を行ったところである。 

 

「補助率の引き上げ等」について 

令和３年度においても、昨年度に引き続き、近年の労務単価の上昇等を踏まえ、実

勢価格を反映させるため、基準定額の見直しを行い、補助額を引き上げ、地元負担軽

減に努めているところである。 

今後とも、周辺対策の実施に当たっては、国の財政状況は厳しいところではある

が、地元自治体等の御意見等を十分に伺うとともに、障害の実態等を踏まえ、適切に

対応してまいりたいと考えている。 

 

５（１）エについて 

特定防衛施設周辺整備調整交付金については、これまでも国の厳しい財政状況の中

で、所要の経費の確保に努めてきたところであり、その交付に際しては、厚木飛行場を

含む全国の特定防衛施設における運用の実態及び運用の態様の変更等を十分考慮しなが

ら、引き続き、適切に対処してまいりたいと考えている。 

 

５（１）オについて 

騒音測定に要する経費の補助金の負担については、現行制度の下では困難であること

を御理解願いたい。 

いずれにせよ、当省としては、厚木飛行場周辺における航空機騒音の実態の把握に努

め、適切に対応してまいりたいと考えている。 
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３０ 

 

 

 

 

３５ 

 

カ 新たな周辺対策を検討すること 

航空機騒音だけでなく、基地が所在することによる、まちづくりへの影響を検

証し、これまでとは異なった新たな周辺対策を検討すること。 

また、市民への騒音に対する施策についても、市民が十分に納得できるような

施策を講じること。 

 

(2) 防音施設の維持管理費について 

保育園及び小・中学校に係る防音施設の維持管理費について、平成２８年に制度の

見直しが行われ、防音工事、機能復旧が行われる際の騒音の程度により、維持管理費

の措置がされない制度となっている。厚木基地周辺の保育・教育施設は、航空機騒音

を防ぐため、必要以上の空調機器の使用を強いられ、維持費の負担が大きくなってい

る。よって、空調設備の維持管理費に関して、騒音の程度によらず、従来どおり措置

すること。 

また、住宅については、生活保護世帯を対象とされているが、さらに、市民税非課

税世帯まで対象を拡大し、以後、段階的に対象を拡大するとともに、その他の公共施

設についても対象とすること。 

太陽光発電システムの導入は、住宅防音工事で設置した空気調和機器の電気料金の

負担軽減となり、さらには、節電及びＣＯ２排出量の削減にも繋がるため、同システ

ムの設置事業を早期に制度化し、実施すること。 
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回    答  

５（１）カについて 

周辺対策事業については、これまでも貴市の要望を踏まえ積極的に実施してきたところ

であるが、今後のまちづくりに係る新たなニーズについて、貴市から具体的な要望を伺

いながら、どのように対応したら良いか検討してまいりたい。 

 

 

５（２）について 

「防音施設の維持管理費」について 

防音工事を実施した義務教育施設等の施設については、空気調和設備の稼働により

超過負担となっている電気料金等の一部を、防音事業関連維持事業として予算措置に

より助成を講じており、地元負担の軽減に努めているところである。 

他方、公立学校施設における空調機の設置率は、騒音の発生如何に関わらず、近年

全国的に向上しており、当省としては、このような状況を踏まえ、平成２８年４月１

日、空調機に係る助成制度の見直しを行ったところである。 

具体的には、騒音の区分のうち、比較的騒音の影響が小さい３級及び４級の学校等

が、平成２８年度以降に空調機に係る設計を行い、新規の設置又は交換工事を実施す

る場合、当該空調機の維持費のみを助成の対象外とすることとしたところである。 

しかしながら、地元自治体等への影響を緩和するため、空調機の交換費用に対する

補助率を引き上げるとともに、新規設置の場合は費用の全部又は一部を負担している

ところであり、また、維持費の助成は、現在使用中の空調機が交換されるまでは引き

続き助成しているところである。 

住宅防音工事により設置した空気調和機器の使用に伴う夏場の電気料金が生活保護

世帯等の方々にとって過大な負担となっているため、所要の屋内環境の保持を図ると

いう観点から、生活保護世帯等の方々に限定し、当該電気料金について予算補助によ

り助成の措置を講じていることを御理解願いたい。 

防音事業関連維持事業対象施設以外の公共施設への維持費の助成拡大について、当

省としては、施設の維持管理については、基本的には、その施設の管理者が負担すべ

きものと考えているところであるから、困難であることを御理解願いたい。 

なお、民生安定事業においては、平成２２年度に新たな施策として、非常時の電源

確保及び維持管理費（電気料金）の負担軽減等の観点から、太陽光発電システムの設

置に係る経費を補助することとしたところである。 
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３５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ＮＨＫ放送受信料の助成について 

新たな基準の作成や住宅防音工事実施による放送聴取環境の変化など効果検証を行

うとともに、引き続き基地近傍地域で真に必要とする世帯に対して助成を継続させる

よう取り組むこと。 
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回    答  

「太陽光発電システム」について 

住宅への太陽光発電システムの設置助成については、同システムの適正な設置規模

等を検討するため、住宅防音工事の一環として、平成１５年度から全国で約２，８０

０世帯に設置し、モニタリング事業を実施したところである。 

モニタリング事業の終了後に当省が行った調査において、同システムの適正な設置

規模等について成果を得たものの、同システムを一定の地域に集中し設置した場合の

配電系統への影響及び住宅の状況によっては同システムが設置困難な場合があり、助

成について不公平が生じる可能性があることなど制度化は困難な状況にあるが、今後

も引き続き技術的動向等について注視してまいりたい。 

 

  

５（３）について 

防衛施設周辺放送受信事業については、平成３０年８月末をもって住宅防音工事を実

施した世帯等の助成を終了するなど見直しを行ったが、住宅防音工事を実施していない

世帯については、引き続き、放送受信料の半額相当の補助金を交付している。 

また、補助対象区域については、その指定基準が航空機騒音によるテレビ放送の聴き

取りにくさの実態がより反映されたものとなるよう検討を進めているところである。 
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３５ 

 

６ 今後の移転補償事業・移転補償跡地について 

 

第二種区域内での移転補償が進み、住宅地の中に多くの移転跡地が点在している。こ

うした状況は、地域社会の活動や、市のまちづくりへの大きな阻害要因となっている。 

よって、移転跡地の利活用を踏まえた、移転補償の在り方について検討すること。 

維持管理については、草刈などを適正に行うとともに雑草の繁茂防止に効果が高い防

草シートの全面設置を早期に行うこと。また、移転跡地の無償使用については、地元住

民の要望を考慮し、柔軟に対応すること。 

さらに、第二種区域の指定による区域内の土地にかかる固定資産評価額の下落や国が

取得した土地の非課税化に伴う固定資産税及び市民の市外転出による市民税の減収につ

いて、移転補償が進んだことによりその影響は無視できないものとなっている。市税の

減収に対する財源補填措置を早急に講じること。 
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回    答  

６について 

移転措置事業においては、環境整備法５条に基づき第二種区域（９０Ｗ）の指定の際

現に所在する建物等を対象とし、当該建物等の所有者等からの申し出を受け、予算の範

囲内で建物等の移転補償及び土地の買い入れを行っているところであり、厚木飛行場周

辺においては、結果的に移転跡地（周辺財産）が点在した状況となっている。 

厚木飛行場周辺の移転補償については、当局としても重要課題の一つと認識してお

り、点在する移転跡地の利活用の観点から、今後、移転希望者からの希望届の順番に配

慮しつつ、貴市からの具体的な要望を踏まえ、優先的な土地の買い入れについて、実

施・検討したいと考えている。 

移転跡地である、いわゆる周辺財産の管理については、周辺住民の方々に御迷惑をお

掛けしないよう除草工事を適切に行ってまいりたい。 

なお、今年度の除草工事については、既に契約を締結し、速やかに着手したところで

ある。 

防草シートについては、貴市の要請を受け、平成２５年度から、周辺財産の一部に試

行的に設置しているところであり、今年度においても、引き続き防草シートを設置する

予定である。 

また、無償使用許可については、可能な限り貴市のご要望に則した利活用ができるよ

う努めてまいりたい。 

移転補償に伴う市税の減収に対する財源補填措置については、現行の制度の下では困

難であることを御理解願いたい。 

また、御要望の趣旨も踏まえ、基地周辺対策の実施に当たっては、貴市からの具体的

な計画を伺いながら、障害の実態等を踏まえ、適切に対応してまいりたい。 
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７ 基地交付金及び調整交付金の交付額の引き上げ等について 

 

(1) 基地交付金の引き上げについて 

基地交付金は、これまで３年毎に増額されているが、依然として固定資産税との較

差是正には至っていないため、毎年見直しを図り固定資産税相当額を交付するよう予

算を確保すること。 

(2) 基地交付金の対象資産について 

基地交付金の対象資産については、現在対象外となっている自衛隊の使用する施設

及び厚木飛行場周辺において国が買い入れた土地を加え、提供財産との均衡を図るこ

と。 

(3) 国有財産台帳価格について 

国有財産台帳価格については、近傍類似地域の固定資産評価額との較差を是正する

とともに、基地内に新たな施設を建設した場合は、早急に日米地位協定に基づく提供

合意をし、速やかに記載すること。 

 

 

 

(4) 大規模施設の提供について 

大規模な施設の提供が見込まれる場合は、他市町村の交付金に影響を与えないよ

う、別途予算を確保すること。 

(5) 調整交付金について 

調整交付金については、日米地位協定の実施に伴う地方税の非課税措置による税制

上の損失について、全額補填されるよう予算を増額すること。 

(6) 交付金の算定方法等の明示について 

交付金を算出する際の算定方法及び分配率を具体的に明示すること。 

(7) 硫黄島に派遣されている自衛隊員の市民税分について 

硫黄島に派遣されている自衛隊員の市民税分について、新たな財源補填措置を講じ

ること。 

(8) 「政令控除」規定の廃止について 

「国有提供施設等所在市町村助成交付金に関する法律施行令第３条第２項」のいわゆる

「政令控除」の規定を廃止すること。 
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回    答  

７（１）、（２）、（４）～（８）について 

基地交付金及び調整交付金については、総務省の所管であるが、御要望については本

省を通じ総務省へお伝えしてまいりたい。 

 

 

 

 

 

 

 

７（３）について 

国有財産台帳価格については、国有財産法施行令第２１条に基づき取得価格で登録さ

れているものであり、土地の価格改定については、同法施行令第２３条に基づき、財務

大臣の定めるところにより評価された評価額により適正に改定しているところである。 

また、新たに整備された施設については、米軍への提供に係る手続き等を速やかに行

うよう引き続き努力してまいりたい。 

 

 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

10 

 

 

 

 

15 

 

 

 

 

20 

 

 

 

 

25 

 

 

 

 

30 

 

 

 

 

35 
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 令和３年度要望 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

１０ 

 

 

 

 

１５ 

 

 

 

 

２０ 

 

 

 

 

２５ 

 

 

 

 

３０ 

 

 

 

 

３５ 

 

８ 基地との新たな関わりについて 

 

基地が存在する間は、基地を地域の資源として活用するため、市・米側・国とで次の

事項の実現に向けた協議の場の設置について尽力すること。 

(1) 共同使用について 

共同使用により市民に開放された場合は、基地内住民との交流の機会が生まれ、市

民が身近に多様な文化と接することができ、米軍人を含む多くの米軍関係者にとって

も、身近に多様な文化と接することができると考えられるため、ピクニック・エリア

について共同使用を実現すること。 

また、綾瀬市を代表するようなイベントを、基地内住民と基地内で共同で実施する

ことで、広大な面積を誇る土地を使うことによりイベントの幅がより広がり、また、

日米の文化を共に学び、相互の理解・交流が図られるため、基地の一部開放等を実現

すること。 

 

(2) 日米交流事業の推進について 

基地内の住民と市民の交流は、海外に行かずとも身近な場所で日米の文化的な交流

が可能となり、相互にとって利点となると考えているため、日米交流事業について支

援すること。 

 

(3) 災害時における相互応援について 

災害時に市民の生命、財産を守り、安全を確保するため、在日米軍との相互応援が

実施できるよう日米両国間で包括的な取り決めを措置すること。 

また、取り決めに基づき、災害発生時の相互応援、広域避難場所等としての基地の

一部使用や、共同避難訓練の実施などを行えるよう支援すること。 
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回    答  

８（１）について 

当省としては、米海軍や海上自衛隊の運用等を踏まえつつ、基地施設の活用を含む貴

市の具体的な計画や共同使用に係る御意向を考慮しながら、引き続き米側と調整してま

いりたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８（２）について 

日米交流事業については、基地内住民と市民の相互理解の促進のため、貴市から具体

的な要望を伺った上で、米側と調整を行う等、必要な支援を行ってまいりたい。 

 

 

８（３）について 

災害時において、自治体と米軍が相互応援を図ることは、市民の方々の生命及び安全

を守る上でも重要であり、当局としても、貴市の御要望を踏まえつつ、米軍と調整を行

う等、必要な支援を行ってまいりたい。 

 

 

 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

10 

 

 

 

 

15 

 

 

 

 

20 

 

 

 

 

25 

 

 

 

 

30 

 

 

 

 

35 
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